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　ごあいさつ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　環境経営理念

　環境保全への行動指針

１ ．環境関連法規制等を遵守するとともに、当金庫「ＳＤＧｓ活動方針」に基づき

環境負荷の低減に努めます。

２ ．省エネルギーによる二酸化炭素排出量の削減、廃棄物の発生抑制、

適正な利用による水使用量の削減に努めます。

３ ．環境に配慮した金融商品の販売、サービスの提供を通じ、当金庫のみならず

お客さまと一体となって環境保護に取り組みます。

４ ．地方公共団体など多様なパートナーシップを通じ、地域の社会的な課題解決と

持続可能な社会の実現に努め、地域金融機関としての使命を果たしてまいり

ます。

制定日： 2021年8月1日

　

　大阪シティ信用金庫は、経営理念「三者共栄」に基づき、地域の持続的な成長に向け、地
域経済への円滑な資金供給ほか、総合金融サービスの提供により地域金融機関としての使命
を果たしてまいります。当金庫と役職員が一丸となり、預金や融資、投資信託など金融商品
の提供や、省エネルギー、ごみ減量化などを促進し、緑化推進、環境負荷低減に自主的・積
極的に継続的改善に取り組んでまいります。

理　事　長

　日頃は、当金庫をご利用いただき、まことにありがとうございます。
　当金庫は、昭和２年１１月１１日、昭和恐慌に苦しむ大阪経済と市民生活を支えるため、大阪市の
発意により誕生した協同組織金融機関です。
　お客さま（地域）・金庫・職員の相互扶助関係の上にお互いの発展と幸せを築く「三者共栄」の経
営理念のもと、これまで地元大阪と共に歩んでまいりました。
　このたび、当金庫の環境への取り組みをまとめた「環境経営リポート」を作成しました。
　何とぞご高覧のうえ、当金庫に対する理解を深めていただき、一層のご支援、ご愛顧を賜りますよ
うお願い申し上げます。

環 境 経 営 方 針
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更新日：
（１） 名称および代表者名

大阪シティ信用金庫
理事長　髙橋　知史

（２） 所在地
本　　　店 大阪府大阪市中央区北浜２－５－４
営　業　店 大阪府内を中心に８７店舗

（３） 環境管理責任者氏名および担当者連絡先
責任者　 総務部長　 佐治　清 TEL：０６－６２０１－２８８３
担当者 総務部 吉成　良輔

（４） 事業内容
金　融　業

（５） 事業の規模
預金平均残高 百万円

従業員　　　　　 名 名 名 名
延べ床面積　　　 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

（６） 事業年度 4 月 1 日 ～ 3 月 31 日

□認証・登録の対象組織・活動
登録組織名： 大阪シティ信用金庫
対象事業所： 本　　　店
対　象　外： 営　業　店 2025年までに認証取得
活　　　動： 金　融　業

2,773,352

本　　　店

20,296 67,628

営　業　店 合計

2023年4月14日

87,924
379 1,302 1,681

組 織 の 概 要
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更新日：

代表者

内部監査員

環境管理 責任者

環境事務局

総務部

環境管理部門

単位
kg-CO2

ｋｇ

ｋｇ

㎥

※電力の二酸化炭素排出係数（調整後） kg-CO2/kWh
※一般廃棄筒には再資源化物が含まれています。

□環境経営目標及びその実績

✕

✕

✕

✕
〇

〇

〇

✕

0.318 0.318

0.034

都市ガスによる二酸化
炭素削減

206,419
基準年度比 2021年

212,937 247,784 208,592kg-CO2 217,283
95%114%

4,486

廃棄物排出量

　産業廃棄物排出量

　一般廃棄物排出量

基準年度比

基準年度比 2021年

環境に配慮した金融商
品・サービスへの取り
組み

行動目標（次項による）

67% 0.8
10,028 10,301 9,926

　　　　　　　　  　年　度
　　項　目

917,896 936,242
項　目 2021年度 2022年度

二酸化炭素総排出量

0.99

98%

水道水の削減
2021年 99% 102% 98%

産廃(廃プラ)の削減

9,926

総務部長

96%

3,326

佐治　清

吉成良輔

58,848 54,073

総務部

0.776 0.761 0.785 0.745 0.738

水使用量 10,129 10,301

（実績）

原単位 kWh/百万円

（目標）
評
価

2021年度 2022年度 2023年度
（目標）（基準値)

電力による二酸化炭素
削減

kg-CO2 684,621 670,928 674,203

監査部

2023年4月14日

理事長 髙橋知史

657,236 650,390

基準年度比 2021年 98% 98% 96% 95%

2,240

2024年度
（目標）

98% 89% 97%

0.042 0.035
自動車燃料による二酸
化炭素削減

kg-CO2 15,992 15,672 14,255 15,512
原単位 ㎥/百万円 0.036 0.036

基準年度比 2021年
上記二酸化炭素排出量合計 kg-CO2 917,896 899,538 936,242 881,340

一般廃棄物の削減
kg 3,480 3,410 1,985 3,410

基準年度比 2021年 98% 57%
kg 3,360

98%
㎥ 10,129

98% 90%
2,352

872,161

15,353

3,132

0.7
2,240 2,688

96%

環境経営組織及び役割・責任・権限

主な環境負荷の実績

環境経営目標及びその実績

大
阪
シ
テ
ィ

総
合
研
究
所

統括責任

必要な経営資源を準備

環境経営方針の策定・見直し

環境に関する内部監査の実施

環境に関する実行責任者

環境経営計画の審議

環境管理責任者の補佐、環境委員会の事務局

各種帳票の作成・データの取りまとめ

環境経営目標・計画書案の作成

環境関連法規等取りまとめ表の作成及び最新版管理

環境関連の外部コミュニケーションの窓口

環境経営方針の周知、従業員に対する教育訓練の実施

環境経営目標達成に向けた取組実施

環境関連法規等遵守の取組

緊急事態対応試行訓練の実施・記録

問題点の是正・予防

営業店（本店営業部・夢ふくらむ支店）

資
金
運
用
部

事
務
集
中
部

本
部
集
中
セ
ン
タ
ー

事

務

部

企
業
支
援
部

事
業
承
継

支
援
セ
ン
タ
ー

資
産
査
定
室

融
資
統
括
部

経
営
改
善

支
援
セ
ン
タ
ー

ロ
ー
ン
セ
ン
タ
ー

人
事
部

人
事
教
育
セ
ン
タ
ー

秘

書

室

国

際

部

総

務

部

広

報

室

業
務
統
括
部

Ｐ
Ａ
サ
ポ
ー
ト

セ
ン
タ
ー

管

財

部

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
部

リ
ス
ク
統
括
部

総
合
企
画
部

Ｉ
Ｔ
戦
略
室

監

査

部
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数値目標：○達成　×未達成
活動：○よくできた　△まあできた　×できなかった

電力による二酸化炭素削減

2021年

2022年

都市ガスによる二酸化炭素削減

2021年

2022年

原単位目標 ✕

549 2,611

・空調フィルターの定期清掃

4,670 8,384 12,411
529 3,200 5,782

0

4月 5月 6月 7月 8月

数値目標 ✕ 電気使用量の節減を計画するも、近年の猛暑日の増加による職
員の熱中症対策により、冷房機器を使用した。また、コロナ感染対
策のため、窓を開けて換気したことで冷暖房の効率が下がり、消
費電力が目標を達成できていない月が発生している。
今後も、使用量削減を念頭に残業時間の削減や事務効率化に取
り組んでいきたい。

・空調温度の適正化（冷房２８℃　暖房２０℃） ○

✕

・不要照明の消灯 ○
・働き方見直しによる残業時間の短縮 ○

数値目標 ✕

190,865

○
・蒸気・温水配管の保温修理 ○
・温水温度の適正化 ○

6月5月4月

取組結果とその評価、次年度の取組計画達成状況

3月2月1月12月11月10月9月8月7月

8,548 4,421

175,195 171,126 195,047 200,070 203,157 185,849

202,566 216,681 191,594

達成状況

4,421

173,384

12,408
9月

0 　
・照明のＬＥＤへの更新 ○

ガス使用量の節減を計画するも、近年の猛暑日の増加による職員の熱
中症対策により、冷房機器を使用した。また、コロナ感染対策のため、窓
を開けて換気したことで冷暖房の効率が下がり、ガス消費量が前年より
増加した。
これを受け、冬季は空調稼働時間を午後６時から５時１０分へ終了を繰り
上げ、ガス消費量の削減に努めた。

168,187 168,337 161,359 152,870 167,367

11月 12月 1月 2月 3月

156,595 172,584

取組結果とその評価、次年度の取組計画

173,384 157,149 177,721178,197 158,836

171,129

10月
11,805 12,32713,019

9,081 16,026 20,268 3,540 3,540

原単位目標

12,946 10,522 10,43711,599

環境経営計画の取組結果とその評価、次年度の計画

0

100,000

200,000

300,000

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

電力（kWh） 2021年 2022年

0

10,000

20,000

30,000

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

都市ガス（㎥） 2021年 2022年
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自動車燃料による二酸化炭素削減

2021年

2022年

一般廃棄物の削減

2021年

2022年

産廃(廃プラ)の削減

2021年

2022年

0

5月 6月 7月 8月

193 185 213 258 133
280 280 280 280 280

〇

数値目標 〇

240 220 210 150 145

7月

0

290 290 290 290 290

・分別の徹底、啓発 ○
0

数値目標

　
0

4月 5月 8月6月

数値目標
・分別の徹底、啓発 ○
0 0
0 0

4月
280280280 280280 280

2月

排出量削減と事務効率化を念頭に、業務のペーパーレス化を進めるとと
もに、認証取得を機に、廃棄物削減および搬出量の記録を精緻化したこ
とで毎月の搬出量が低減した。また、廃棄物の分別、削減の注意喚起を
継続することにより、今後も、排出量削減に取り組んでいく。

自動車の更新は、燃費の良い小型車への更新を心がけているほか、単
車の更新は、原則として電動自転車へ更新することとしている令和４年度
を通じて。本店以外も含めた単車保有総数の２割弱となる４３台を削減し
た。今後も、使用量削減を念頭に事務効率化および自転車への更新に取
り組んでいきたい。

・アイドリングストップ

8月

・バイク更新時に電動自転車を選択

4月 5月

○

達成状況

9月 10月

12月 1月

○

458

〇 排出量削減と事務効率化を念頭に、業務のペーパーレス化を進めるとと
もに、認証取得を機に、廃棄物削減および搬出量の記録を精緻化したこ
とで毎月の搬出量が低減した。また、廃棄物の分別、削減の注意喚起を
継続することにより、今後も、排出量削減に取り組んでいく。

612
316
432

9月 10月 11月 12月 3月
579 632

達成状況

160 155 160 170

290
12月11月

0

3月

取組結果とその評価、次年度の取組計画

290 290

390 493
467

3月

○

529 600 669 567 553 638 458 473
549 394 620 714 712 602 580

・効率的なルートで巡回

6月 7月

2月

達成状況 取組結果とその評価、次年度の取組計画

1月 2月

290 290 290

280

150

148 175 195198 168 205

取組結果とその評価、次年度の取組計画

11月

105 120

173

9月 10月

1月
290

0

200

400

600

800

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

ガソリン（L) 2021年 2022年

0

100

200

300

400

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

一般廃棄物（kg） 2021年 2022年

0

100

200

300

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

産業廃棄物（kg） 2021年 2022年
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水道水の削減

2021年

2022年

環境に配慮した金融商品・サービスへの取り組み

取組紹介欄

＜店周清掃の継続実施＞

昭和59年から毎月、店舗近隣や
駅前、公園などの早朝清掃を実施
している。
毎年６月１５日は、信用金庫法が
昭和２６年６月１５日に公布・施行
されたことにちなみ、「信用金庫の
日」として業界で定め、全店一斉

での早朝清掃を実施している。

＜古書等の寄付・リサイクルによる社会福祉活動の支援＞

当金庫は、社会福祉法人大阪府共同募金会、ブックオフコーポレーション
株式会社と「地域社会における『ＳＤＧｓの普及推進』と『地域福祉の推進』
に係る連携と協力に関する協定」を締結した。
本協定に基づく取り組みとして、三者が連携して行う「古書等回収による
募金活動」を開始した。この活動は、当金庫の営業店に設置する回収
ボックスに、来店客・役職員等が読み終わった古書等を入れ、ブックオフ
コーポレーションが回収・査定し、その買取代金を大阪府共同募金会に
振り込み、大阪府内の福祉の向上に役立てるもので、現在、各店頭や
ホームページから受付中である。

達成状況

数値目標

・会社周辺の清掃活動

・ＥＳＧ融資の推進 ○
・ＳＤＧｓに配慮した預金商品 ○

0

○

・こまめな節水の奨励 ○

・古書等リサイクルによる社会福祉活動の ○

・環境に配慮したノベルティの採用 ○ おおむね計画通りに商品、サービス等を提供することができた。今
後も継続して一層の普及に努め、取引先企業の環境経営に寄与
していきたい。

達成状況 取組結果とその評価、次年度の取組計画

0

✕

0 0
0 0

967

所属を横断する会議などで節水の注意喚起を実施している。
一方で、コロナ感染対策として、手洗いの重要性を定期的に周知してい
る。
感染予防の実効性を確保しつつ、今後も、使用量削減に向けて各部へ周
知していきたい。

2月
899 879

816 805

10月 11月 12月 3月9月

925 782 630 862 1,004

4月 5月
825

8月
910978 895 586

6月

取組結果とその評価、次年度の取組計画

7月

1,179 930 596

864 653
1月

715 958

778 994

0

500

1,000

1,500

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

水道水（㎥） 2021年 2022年
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□外部からの環境上の苦情・要望等

緊急事態の想定： 火災の発生
■実施日： ■実施場所：
■参加者：

■実施内容： ☑通報訓練　☑消火訓練　☑避難訓練

■評価： 手順書の変更の必要性 ☑ あり □ なし

■実施状況の様子
役職員各自が、映像資料で学習ののち、理解度チェックテストを実施した。

実施日：

環境経営方針 ☑ 変更なし □ 変更あり

環境経営目標・計画 ☑ 変更なし □ 変更あり

実施体制他 ☑ 変更なし □ 変更あり

　当金庫では、中期経営計画「Smart Shinkin 2022」（2020年4月～2023年3月）において、「信用金庫であり続けるー地域密着に
よる課題解決NO.1の信用金庫」をテーマに、お客さまの課題解決を通じた地域社会の持続的発展への貢献、SDGｓに基づく地
域性を重視した社会貢献活動の推進に取り組んだ。

　令和４年度は、「お客さまとのＳＤＧｓの理念共有による地域貢献」を基本方針に、「環境負荷低減やＥＳＧ投資など、ＳＤＧｓの
理念に沿った取り組みの推進」を重点施策として掲げ、脱炭素関連融資商品の取り扱い開始や、エコアクション２１スクールの
開催、職員の「エコアクション２１環境経営ファシリテーター」認証取得、自治体と連携した脱炭素セミナーの開催など、お取引先
を対象としたＥＳＧに関連する金融サービスの提供に努めた。

　令和５年度から、新中期経営計画「Smart Shinkin Stock2025」（2023年4月～2026年3月）を開始し、お取引先企業への事業性
評価・情報循環サイクル（TSPEサイクル）による課題解決支援メニューとしてのＥＳＧ金融の提案や、SDGsやカーボンニュートラ
ルにつながる新事業や先進技術の発掘・育成と継続した地域貢献活動によるブランド力の向上に取り組む。本計画では、令和
７年度までの３カ年で、環境に関連する支援件数（SDGs・ESG融資取組件数等）累計500件を目標としている。

　本計画の初年度となる令和５年度の事業計画では、「ＳＤＧｓや脱炭素を踏まえた技術開発支援による持続的な地域生産性
向上への貢献」を基本方針に、脱炭素関連金融サービスの充実、職員へのお取引先の脱炭素支援および当金庫のＳＤＧｓの
継続的な取り組みに注力する。
　また　当金庫においても、紙使用量半減をめざし各所属でペーパーレス、デジタル化による更なる業務効率化に引き続き取り
組むほか、ガソリン車の使用燃料削減、単車の電動自転車への移行など、ＣＯ２排出および維持コストの低減に努める。

省エネ法

家電リサイクル法

地球温暖化対策推進法

大阪中央消防署が推奨している教養型防災訓練を実施（Ｗｅｂから動画を視聴）

北浜本店 役職員

代表者による全体の評価と見直し・指示

業務用空調機

廃棄物処理法
エネルギー使用状況の届出等

該当する設備・項目

環境管理、品質管理　

一般廃棄物及び産業廃棄物の保管・排出
環境関連法規制等名称

なお、違反、訴訟等も過去３年間ありませんでした。

顧客要求事項

テレビ、冷蔵庫、洗濯機

特定建築物の建築物エネルギー消費性能基準適合義務、建築物エネルギー消費性
能確保計画の適合判定

消防法（危険物）
フロン排出抑制法

2023年4月14日

該当する事項はありませんでした。

コロナ禍のため、参集訓練が実施できず、各自が火災や避難の事例動画を視聴学習した。

令和４年１２月２７日（火）～令和５年１月１３日（金） 北浜本店

貯蔵設備の定期点検と記録の保存

環境関連法規制等の遵守状況の評価の結果、環境関連法規制等は遵守されていました。

環境関連法規等の遵守状況の確認及び評価の結果，並びに違反，訴訟の有無

緊急事態対応の試行・訓練
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＜お取引先企業の環境経営の実現に向けた伴走支援スキームのご提案＞

当金庫は、地域に根差した協同組織金融機関として、当金庫のみならず、

お取引先企業や地域と一体となった省エネ、業務効率化の実現が重要と

考えている。お取引先企業の環境経営の実現については、人材・資金など

経営資源の制約が課題となる事例が散見されることから、自治体や外部

機関との連携を含めた専門的なノウハウの提供等による伴走支援スキーム

「シティ信金Ｇサポートパッケージ」を構築している。

スキームでは、エネルギー使用量やＣＯ２排出量の把握など、現状分析から

対応策の検討、実施まで、各企業の課題に応じた解決メニューを提案している。

＜多彩な金融サービスの提供を通じた課題解決支援メニュー＞

・電子メールによる情報配信やセミナーの開催

お取引先支援の一環として、金庫独自の情報ネットワークを通じて、配信登録
をしていただいているお取引先に対し、電子メールにてSDGｓやESGに関連する
施策やセミナー情報等を配信し、外部機関によるセミナーなどの情報提供を
行っている。

・ＳＤＧｓ宣言書策定支援「シティ信金ＳＤＧｓ宣言サポート」

アンケートに答えていくことで自社のＳＤＧｓへの取り組み状況を診断し、今後
取り組んでいくＳＤＧｓ活動を宣言書として「見える化」する（作成無料）。
社内での共有を通じて環境経営の第一歩としていただくサービスである。

・環境認証取得を伴走支援「エコアクション２１スクール」

エコアクション２１地域事務局大阪と連携して、中小企業者を対象に
「エコアクション２１」の認証取得を無料でサポートする
「エコアクション２１スクール（全４回）」をオンラインで開催した。

これまでの環境活動の紹介
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・職員４６名が「ＥＡ２１ファシリテーター」の認証を取得

令和４年３月「エコアクション２１」の認証を取得し、一般財団法人持続性
推進機構が実施する「信用金庫が先導する脱炭素社会実現に向けた
環境経営促進モデル事業」に参加。
同機構が実施する「環境経営サポート研修」を受講し所定の試験に合格
した当金庫職員４６名に対して、「エコアクション２１環境経営ファシリテー
ター（ＥＡ２１ファシリテーター）」の称号が付与された。

・ｅ-ｄａｓｈ株式会社との業務提携

取引先のＣＯ２排出量削減への取り組みを支援するため、ｅ-ｄａｓｈ株式
会社と業務提携を締結した。
中小企業が脱炭素への取り組みを始めるにあたっては、まず自社における
ＣＯ２排出量の把握が重要となるため、本業務提携により下記サービスの
提供を通じ、お取引先中小企業のＣＯ２排出量を可視化し、その削減に
向けた取り組みをサポートする。
①ＣＯ２排出量の可視化：データ入力から算出、分析までを自動で可視化
②ＣＯ２排出量の報告：各種報告に必要なデータをまとめて定期的にレポート発行
③ＣＯ２排出量の削減：ＣＯ２排出量削減のための具体的な方法の提案、実行支援

・省エネコストカットまるごとサポート

大阪府内に事業所を有する中小企業を対象としたサービスである。
大阪府と連携し、省エネのプロ（省エネお助け隊）による診断を受けられる
サービスである。診断は有料で、診断後も専門家から運用改善の指導や
設備更新の支援、補助金申請への助言まで、切れ目なくサポートされる。

・補助金申請支援

営業店担当者に加え、企業支援部の専門担当者がフォローのうえ、複数の
省庁、自治体で用意されている補助金メニューのなかから、設備投資など、
条件にマッチした補助金を提案する。

・投資信託「ぶなの森」（損保ジャパングリーンオープン）
本商品は、１９９９年に運用を開始したエコファンドであり、国内ＥＳＧ投資の
草分け的である。
環境問題に積極的に取り組む企業を主な対象としている。

・シティ信金「みどりの風の道」定期積金

当金庫が取り組むＳＤＧｓ達成への社会貢献活動の一つとして、
お客さまと当金庫が力を合わせて、「みどりの風を感じる大都市・大阪」
をめざして大阪府が実施する緑化支援事業を応援する定期積金である。
商品の特徴として、本積金取扱終了時点の掛金総額の０.０５％相当額を
大阪府の「みどりの風の道 形成事業」に当金庫が寄付するもの。
お客さまには寄付金の負担はなく、本定期積金の契約をいただくことで、
環境保全活動に参加いただける。
令和４年度積金ご契約のお客さまに「四ツ葉のクローバー魔法の土と
鉢セット」をプレゼントした。

・シティ信金 「ハートフル定期積金Ⅶ」

当金庫が取り組むＳＤＧｓ達成への社会貢献活動の一つとして、
大阪府の障害者雇用促進基金（大阪ハートフル基金）とタイアップし、
障がい者の働く機会の拡大や社会的理解を向上させる事業等への
一助となるよう、掛金総額の０.０２５％相当額を「大阪ハートフル基金」に
寄付するものである。
お客さまには寄付金の負担はなく、本定期積金を契約いただくことで、
障がい者の働く場と機会を積極的に広げ、働きやすい職場づくりを
進める事業主を応援する大阪府の事業に協力、参加いただける。
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＜「グリーンポータル」　ＥＳＧ融資商品の提供を通じた環境経営支援＞

・地域連携ＥＳＧスタート融資

環境経営に取り組まれる事業者向けに、地方公共団体等と連携して環境に
配慮した取り組みを支援する商品。

・ＥＳＧステップアップ融資

自社のＣＯ２排出量を算出している事業者向けに、ＣＯ２排出量削減等環境
負荷低減への取り組みを支援する商品。

・再生可能エネルギー導入融資

工場・倉庫への太陽光パネル設置等、再生可能エネルギー設備導入を支援
する商品。

・ESG融資促進利子補給事業

本事業は、一定の要件を満たす再生可能エネルギー・省エネルギー
設備投資に対するＥＳＧ融資について、環境省が最大１％・最長３年間の
利子補給を行うものである。

・シティ信金SDGｓ私募債　「輝くみらい」

企業が私募債を発行する際に、ＳＤＧｓの１７のゴールを達成するための
用途に用いられる物品等を寄贈する寄附型の私募債で、趣旨に賛同された
取引先企業が本私募債を起債し、当金庫がその引き受けを行うもの。

令和４年４月２５日付で、京阪神エリアを地盤として電気工事業を営む栄興
電機工業株式会社（代表取締役会長 小坂圭一、代表取締役社長 小坂
哲二）が発行した寄附型私募債を引き受けた。
今般、社会貢献活動や環境活動に積極的に取り組まれている同社が趣旨
に賛同され、本私募債の発行を通して関西大学第一高等学校に教育用品
を贈られた。また、当金庫から同社に発行記念盾を贈呈した。

令和４年１２月２６日付で、不動産業を営む株式会社創建（代表取締役 
吉村孝文）が発行した寄附型私募債を、引き受けた。
今般、街づくりを通じて全社を挙げてＳＤＧｓに積極的に取り組まれている
同社が趣旨に賛同され、本私募債の発行を通して脱炭素社会の実現に
向けた事業を行う「大阪府環境保全基金」へ寄付された。
また、当金庫から同社に発行記念盾を贈呈した。

・SDGｓ推進保証「ウイング」

本保証制度は、ＳＤＧｓの達成に向けた事業活動を営む中小企業者を対象
として、信用保証料率を割引することで、ＳＤＧｓの普及促進を通じて、中小
企業者の維持・発展と持続可能な社会の実現に資することを目的としている。

・地方創生CLOローン

本スキームは、無担保ローンを実行し証券化することで、貸出債権の信用
リスクを市場に分散でき、地方創生を担う中小企業への円滑な資金供給にも
貢献するものである。
地方創生ＣＬＯは、社会貢献度の高い全国プロジェクトとしてソーシャルボンド
評価を３年連続で取得し、２０２０年度は最上位格付「Ｓｏｃｉａｌ１」を取得しており、
当金庫は地域中小企業への地方創生に資するプロパー資金の供給を通して、
ＳＤＧｓ目標の達成に向け取り組んでいる。

・「カーライフプラン・エコ」「エコリフォームローン」

エコカーの購入、省エネ改修、太陽光発電システム購入・工事資金などに
利用いただけるローン商品である。
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＜自治体等と連携し、環境問題への対応や地域の社会的課題の解決＞

・東大阪市等が主催した「ＳＤＧｓ推進に向けた環境経営セミナー」で講演

７月２９日（金）に開催された東大阪市等主催の標記セミナーに協賛し、
セミナー企画や出席者の募集・周知にも参画した。
東大阪市長のあいさつ、大阪府担当者、エコアクション２１地域事務局の
基調講演に続き、当金庫役員がエコアクション２１認証取得の取組みと
ＥＳＧ金融をテーマに講演した。
同セミナーは、対面とオンラインのハイブリッドで行われ、１００名前後の
中小企業者が参加した。

・八尾市と「脱炭素経営支援セミナー」を開催

２月２７日、八尾市および八尾商工会議所と連携し「脱炭素経営支援
セミナー」を開催。大松桂右・八尾市長のあいさつに続き、当金庫の髙橋
理事長が市内中小企業経営者に対し『ゼロカーボンシティやお』の実現に
向けたＣＯ₂削減など、環境に関する当金庫の支援メニューの利用促進を
呼びかけた。
また藤原理事融資統括部長から「中小企業の環境経営に向けた支援
スキーム」を紹介した。
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